
議案第３号

令和８年度旭市国民健康保険事業特別会計予算の議決につい

て

令和８年度旭市国民健康保険事業特別会計予算を別冊のとおり調

製したので、地方自治法第２１１条第１項の規定により、議会の議決

を求める。

令和８年２月２０日 提出

旭市長 米 本 弥 一 郎



令 和 ８ 年 度

旭市国民健康保険事業特別会計予算
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令 和 ８ 年 度 旭 市 国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 予 算

令和８年度旭市の国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の事業勘定の総額は、歳入歳出それぞれ８,０３４,０００千円、施設勘定の総額は、歳入歳出それぞれ

８１,０００千円と定める。

２ 歳入歳出予算の事業勘定及び施設勘定の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。

（一時借入金）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、事業勘

定１００,０００千円、施設勘定１０,０００千円と定める。

（歳出予算の流用）

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次

のとおりと定める。

(1) 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。

令和８年２月２０日 提出

旭 市 長 米 本 弥 一 郎



　歳　入 (単位：千円）

1. 国民健康保険税 1,731,716

1. 国民健康保険税 1,731,716

2. 一部負担金 1

1. 一部負担金 1

3. 使用料及び手数料 1

1. 手数料 1

4. 国庫支出金 1,476

1. 国庫補助金 1,476

5. 県支出金 5,627,461

1. 県交付金 5,627,461

6. 財産収入 2,631

1. 財産運用収入 2,631

7. 繰入金 650,553

1. 他会計繰入金 448,553

2. 基金繰入金 202,000

8. 繰越金 1

1. 繰越金 1

9. 諸収入 20,160
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第 １ 表   歳 入 歳 出 予 算　（ 事 業 勘 定 ）

款 項 　　金　　　　　額　　



1. 延滞金及び過料 14,000

2. 預金利子 1

3. 雑入 6,159

8,034,000

款 項 　　金　　　　　額　　

 歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計 
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　歳　出 （単位：千円）

1. 総務費 54,074

1. 総務管理費 45,692

2. 徴税費 8,382

2. 保険給付費 5,481,207

1. 療養諸費 4,675,795

2. 高額療養費 778,553

3. 移送費 500

4. 出産育児諸費 20,009

5. 葬祭諸費 6,350

3. 保険事業費納付金 2,310,146

1. 保険事業費納付金 2,310,146

4. 保健事業費 97,330

1. 保健事業費 97,330

5. 基金積立金 2,631

1. 基金積立金 2,631

6. 公債費 1

1. 公債費 1

7. 諸支出金 68,611
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款 項 金　　　　　額



1. 償還金及び還付加算金 8,510

2. 延滞金 1

3. 直営診療施設補助金 59,800

4. 繰出金 300

8. 予備費 20,000

1. 予備費 20,000

8,034,000

款 項 金　　　　　額

 歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 
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　歳　入 (単位：千円）

1. 診療収入 42,240

1. 外来収入 37,403

2. その他の診療収入 4,837

2. 使用料及び手数料 36

1. 使用料 4

2. 手数料 32

3. 財産収入 203

1. 財産運用収入 202

2. 財産売払収入 1

4. 繰入金 34,400

1. 他会計繰入金 7,400

2. 基金繰入金 27,000

5. 繰越金 3,953

1. 繰越金 3,953

6. 諸収入 168

1. 預金利子 1

2. 雑入 167

81,000
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第 １ 表   歳 入 歳 出 予 算　（ 施 設 勘 定 ）

款 項 　　金　　　　　額　　

 歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計 



　歳　出 （単位：千円）

1. 総務費 55,775

1. 施設管理費 55,578

2. 研究研修費 197

2. 医業費 23,021

1. 医業費 23,021

3. 基金積立金 202

1. 基金積立金 202

4. 公債費 1

1. 公債費 1

5. 諸支出金 1

1. 償還金 1

6. 予備費 2,000

1. 予備費 2,000

81,000

款 項 金　　　　　額

 歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 
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令 和 ８ 年 度

国民健康保険事業特別会計予算に関する説明書

（ 事 業 勘 定 ）
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（歳　入） （単位：千円）

1. 国民健康保険税 1,731,716 1,546,647 185,069 21.6

2. 一部負担金 1 1 0 0.0

3. 使用料及び手数料 1 1 0 0.0

4. 国庫支出金 1,476 2 1,474 0.0

5. 県支出金 5,627,461 5,662,469 △ 35,008 70.0

6. 財産収入 2,631 1,226 1,405 0.0

7. 繰入金 650,553 779,654 △ 129,101 8.1

8. 繰越金 1 1 0 0.0

9. 諸収入 20,160 21,999 △ 1,839 0.3

8,034,000 8,012,000 22,000 100.0

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書
１.　総　　括

款 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比　　　　　較 本年度予算構成比（％）

歳　　入　　合　　計
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（歳　出） （単位：千円）

1. 総務費 54,074 54,930 △ 856 1,474 346 1 52,253 0.7

2. 保険給付費 5,481,207 5,507,849 △ 26,642 5,453,627 27,580 68.2

3. 保険事業費納付金 2,310,146 2,233,770 76,376 2,310,146 28.8

4. 保健事業費 97,330 88,584 8,746 37,503 1,888 57,939 1.2

5. 基金積立金 2,631 1,226 1,405 2,631 0.0

6. 公債費 1 1 0 1 0.0

7. 諸支出金 68,611 95,640 △ 27,029 60,100 8,511 0.9

8. 予備費 20,000 30,000 △ 10,000 20,000 0.2

8,034,000 8,012,000 22,000 1,474 5,551,576 4,520 2,476,430 100.0
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本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特　　定　　財　　源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

歳　　出　　合　　計

款 本年度予算額 前年度予算額 比　　　較

本　年　度

予算構成比
　　 （％）　　一般財源



(款)  1.国民健康保険税 (項)  1.国民健康保険税 （単位：千円）

 1. 国民健康保 1,731,716 1,546,647 185,069  1. 医療給付費 1,137,382  1　医療給付費分現年課税分 1,101,215

険税 分 　　　　調定見込額　　　 　　　 収納率

(  12.0%増) 　　　　1,171,506千円　　×　　94.00％　　＝　　 1,101,215

 2　医療給付費分滞納繰越分 36,167

　　　　調定見込額　　　 　　　 収納率

　　　　　122,600千円　　×　　29.50％　　＝　　　　36,167

 2. 後期高齢者 396,033  1　後期高齢者支援金分現年課税分 384,272

支援金分 　　　　調定見込額　　　 　　　 収納率

　　　　　408,801千円　　×　　94.00％　　＝　　　 384,272

 2　後期高齢者支援金分滞納繰越分 11,761

　　　　調定見込額　　　 　　　 収納率

　　　　　 40,278千円　　×　　29.20％　　＝　　　　11,761

 3. 介護納付金 152,831  1　介護納付金分現年課税分 146,900

分 　　　　調定見込額　　　 　　　 収納率

　　　　　157,619千円　　×　　93.20％　　＝　　　 146,900

 2　介護納付金分滞納繰越分 5,931

　　　　調定見込額　　　 　　　 収納率

　　　　　 19,195千円　　×　　30.90％　　＝　　     5,931

 4. 子ども・子 45,470  1　子ども・子育て支援金分現年課税分 45,470

育て支援金 　　　　調定見込額　　　 　　　 収納率

分 　　　　　 48,373千円　　×　　94.00％　　＝　　　　45,470

1,731,716 1,546,647 185,069

(  12.0%増)

(款)  2.一部負担金 (項)  1.一部負担金

 1. 一部負担金 1 1 0  1. 一部負担金 1  1　一部負担金 1

 

 2.一部負担金 《国保(事業)》

2.  歳　入

節

計

― 13 ―

目 本　年　度 前　年　度 比　　　較 説　　                  明
区　　分 金　　額



（単位：千円）

1 1 0

(款)  3.使用料及び手数料 (項)  1.手数料

 1. 督促手数料 1 1 0  1. 督促手数料 1  1　督促手数料 1

 

1 1 0

(款)  4.国庫支出金 (項)  1.国庫補助金

 1. 災害臨時特 1 1 0  1. 災害臨時特 1  1　災害臨時特例補助金 1

例補助金 例補助金  

 2. システム整 1,475 1 1,474  1. システム整 1,475  1　社会保障･税番号制度システム整備費補助金 1

備費補助金 備費補助金  2　子ども・子育て支援事業費補助金 1,474

(       増)

1,476 2 1,474

(       増)

(款)  5.県支出金 (項)  1.県交付金

 1. 保険給付費 5,627,461 5,662,469 △ 35,008  1. 保険給付費 5,627,461  1　保険給付費等普通交付金 5,453,627

等交付金 等交付金  2　保険給付費等特別交付金 173,834

(   0.6%減)
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節

計

計

計

目 本　年　度 前　年　度 比　　　較 説　　                  明
区　　分 金　　額



5,627,461 5,662,469 △ 35,008

(   0.6%減)

(款)  6.財産収入 (項)  1.財産運用収入

 1. 利子及び配 2,631 1,226 1,405  1. 基金利子 2,631  1　財政調整基金利子 2,631

当金  

( 114.6%増)

2,631 1,226 1,405

( 114.6%増)

(款)  7.繰入金 (項)  1.他会計繰入金

 1. 一般会計繰 448,553 466,654 △ 18,101  1. 保険基盤安 367,473  1　保険基盤安定繰入金（保険税軽減分） 221,639

入金 定繰入金  2　保険基盤安定繰入金（保険者支援分） 145,834

(   3.9%減)  2. 職員給与費 52,254  1　職員給与費等繰入金 52,254

等繰入金  

 3. 財政安定化 22,062  1　財政安定化支援事業繰入金 22,062

支援事業繰  

入金

 4. 未就学児保 3,746  1　未就学児保険税均等割軽減分繰入金 3,746

険税均等割  

軽減分繰入

金

 5. 産前産後保 1,130  1　産前産後保険税軽減分繰入金 1,130

険税軽減分  

繰入金

 6. 健康増進事 1,888  1　健康増進事業費繰入金 1,888

業費繰入金  

448,553 466,654 △ 18,101

(   3.9%減)

 7.繰入金 《国保(事業)》

計

計

計
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(款)  7.繰入金 (項)  2.基金繰入金 （単位：千円）

 1. 財政調整基 202,000 313,000 △ 111,000  1. 財政調整基 202,000  1　財政調整基金繰入金 202,000

金繰入金 金繰入金  

(  35.5%減)

202,000 313,000 △ 111,000

(  35.5%減)

(款)  8.繰越金 (項)  1.繰越金

 1. 繰越金 1 1 0  1. 繰越金 1  1　前年度繰越金 1

 

1 1 0

(款)  9.諸収入 (項)  1.延滞金及び過料

 1. 延滞金及び 14,000 16,000 △ 2,000  1. 延滞金及び 14,000  1　延滞金 14,000

過料 過料  

(  12.5%減)

14,000 16,000 △ 2,000

(  12.5%減)

(款)  9.諸収入 (項)  2.預金利子

 1. 預金利子 1 1 0  1. 預金利子 1  1　預金利子 1
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節

計

計

計

目 本　年　度 前　年　度 比　　　較 説　　                  明
区　　分 金　　額



1 1 0

(款)  9.諸収入 (項)  3.雑入

 1. 第三者納付 3,001 3,001 0  1. 第三者納付 3,001  1　第三者納付金 3,000

金 金  2　第三者過年度分納付金 1

 2. 返納金 3,156 2,995 161  1. 返納金 3,156  1　返納金 3,147

 2　過年度分返納金 9

(   5.4%増)

 3. 雑入 2 2 0  1. 雑入 2  1　労災等保険料本人負担分 1

 2　雑入 1

6,159 5,998 161

(   2.7%増)

 9.諸収入 《国保(事業)》

計

計
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3.  歳　出

(款)　 1.総務費 (項)　 1.総務管理費 （単位：千円）

 1. 一般管理費 45,692 45,704 △ 12 国庫支出金  1. 報酬 4,928  1　国民健康保険一般事務費 43,547

1,474  

(   0.0%減) 県支出金  3. 職員手当等 1,847      1.報酬 4,928

346 　　　　 ・国民健康保険運営協議会委員　９人 162

一般財源  4. 共済費 1,125 　　　　 ・一般職報酬 4,766

43,872  

 8. 旅費 90      3.職員手当等 1,847

 

10. 需用費 1,866      4.共済費 1,125

 

11. 役務費 11,493      8.旅費 90

　　　　 ・費用弁償 73

12. 委託料 14,432 　　　　 ・普通旅費 17

 

13. 使用料及び 6,944     10.需用費 1,866

賃借料 　　　　 ・消耗品費 347

　　　　 ・燃料費 17

18. 負担金補助 2,967 　　　　 ・食糧費 2

及び交付金 　　　　 ・印刷製本費 1,500

 

    11.役務費 11,493

　　　　 ・通信運搬費 4,696

　　　　 ・手数料 6,797

 

    12.委託料 14,432

　　　　 ・電算機保守委託料 10,976

　　　　 ・電算業務委託料 1,821

　　　　 ・レセプト点検業務委託料 1,635
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節
目 本 年 度 前 年 度 比　　較

本 年 度
の

財源内訳  
説　　   明

区　　分 金   額



    13.使用料及び賃借料 6,944

　　　　 ・通行料及び駐車料 31

　　　　 ・事務機器賃借料 2,372

　　　　 ・システム使用料 53

　　　　 ・クラウドサービス使用料 4,488

 

    18.負担金補助及び交付金 822

　　　　 ・システム運営費等負担金 822

 

 2　国民健康保険団体連合会負担金 2,145

 

    18.負担金補助及び交付金 2,145

　　　　 ・国保団体連合会負担金 2,145

 

45,692 45,704 △ 12 特定財源

1,820

(   0.0%減) 一般財源

43,872

(款)　 1.総務費 (項)　 2.徴税費

 1. 賦課徴収費 8,382 9,062 △ 680 使用料及び 10. 需用費 1,365  1　国保賦課徴収一般事務費 8,382

手数料  

(   7.5%減) 1 11. 役務費 6,074     10.需用費 1,365

一般財源 　　　　 ・消耗品費 70

8,381 18. 負担金補助 943 　　　　 ・印刷製本費 1,295

及び交付金  

    11.役務費 6,074

　　　　 ・通信運搬費 3,572

　　　　 ・手数料 2,502

 

    18.負担金補助及び交付金 943

 1.総務費 《国保(事業)》

計
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（単位：千円）

（賦課徴収費） 　　　　 ・地方税共同機構負担金 943

 

8,382 9,062 △ 680 特定財源

1

(   7.5%減) 一般財源

8,381

(款)　 1.総務費 (廃項)　 運営協議会費

運営協議会費 0 164 △ 164

  ・廃　目

皆減

0 164 △ 164

皆減

(款)　 2.保険給付費 (項)　 1.療養諸費

 1. 療養給付費 4,616,375 4,660,529 △ 44,154 県支出金 18. 負担金補助 4,616,375  1　療養給付費 4,616,375

4,616,375 及び交付金  

(   0.9%減)     18.負担金補助及び交付金 4,616,375

　　　　 ・診療報酬 4,616,375

 

 2. 療養費 43,499 49,116 △ 5,617 県支出金 18. 負担金補助 43,499  1　療養費 43,499

43,499 及び交付金  

(  11.4%減)     18.負担金補助及び交付金 43,499

　　　　 ・療養費 43,499

 

 3. 妊産婦付加金 1,221 2,706 △ 1,485 一般財源 18. 負担金補助 1,221  1　妊産婦付加金 1,221

1,221 及び交付金  

(  54.9%減)     18.負担金補助及び交付金 1,221
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節

計

計

目 本 年 度 前 年 度 比　　較
本 年 度

の
財源内訳  

説　　   明
区　　分 金   額



　　　　 ・妊産婦付加金 1,221

 

 4. 審査支払手数 14,700 15,337 △ 637 県支出金 11. 役務費 14,700  1　国保審査支払手数料 14,700

料 14,700  

(   4.2%減)     11.役務費 14,700

　　　　 ・手数料 14,700

 

傷病手当金 0 1 △ 1

  ・廃　目

皆減

4,675,795 4,727,689 △ 51,894 特定財源

4,674,574

(   1.1%減) 一般財源

1,221

(款)　 2.保険給付費 (項)　 2.高額療養費

 1. 高額療養費 777,553 747,649 29,904 県支出金 18. 負担金補助 777,553  1　高額療養費 777,553

777,553 及び交付金  

(   4.0%増)     18.負担金補助及び交付金 777,553

　　　　 ・高額療養費 777,553

 

 2. 高額介護合算 1,000 1,000 0 県支出金 18. 負担金補助 1,000  1　高額介護合算療養費 1,000

療養費 1,000 及び交付金  

    18.負担金補助及び交付金 1,000

　　　　 ・高額介護合算療養費 1,000

 

778,553 748,649 29,904 特定財源

778,553

(   4.0%増)

 2.保険給付費 《国保(事業)》

計

計
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(款)　 2.保険給付費 (項)　 3.移送費 （単位：千円）

 1. 移送費 500 500 0 県支出金 18. 負担金補助 500  1　移送費 500

500 及び交付金  

    18.負担金補助及び交付金 500

　　　　 ・移送費 500

 

500 500 0 特定財源

500

(款)　 2.保険給付費 (項)　 4.出産育児諸費

 1. 出産育児一時 20,009 24,011 △ 4,002 一般財源 11. 役務費 9  1　出産育児一時金 20,009

金 20,009  

(  16.7%減) 18. 負担金補助 20,000     11.役務費 9

及び交付金 　　　　 ・手数料 9

 

    18.負担金補助及び交付金 20,000

　　　　 ・出産育児一時金 20,000

 

20,009 24,011 △ 4,002 一般財源

20,009

(  16.7%減)

(款)　 2.保険給付費 (項)　 5.葬祭諸費

 1. 葬祭費 6,350 7,000 △ 650 一般財源 18. 負担金補助 6,350  1　葬祭費 6,350

6,350 及び交付金  

(   9.3%減)     18.負担金補助及び交付金 6,350

　　　　 ・葬祭費 6,350
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節

計

計

目 本 年 度 前 年 度 比　　較
本 年 度

の
財源内訳  

説　　   明
区　　分 金   額



6,350 7,000 △ 650 一般財源

6,350

(   9.3%減)

(款)　 3.保険事業費納付金 (項)　 1.保険事業費納付金

 1. 医療給付費分 1,479,759 1,475,163 4,596 一般財源 18. 負担金補助 1,479,759  1　医療給付費分納付金 1,479,759

1,479,759 及び交付金  

(   0.3%増)     18.負担金補助及び交付金 1,479,759

　　　　 ・医療給付費分納付金 1,479,759

 

 2. 後期高齢者支 552,838 548,228 4,610 一般財源 18. 負担金補助 552,838  1　後期高齢者支援金分納付金 552,838

援金分 552,838 及び交付金  

(   0.8%増)     18.負担金補助及び交付金 552,838

　　　　 ・後期高齢者支援金分納付金 552,838

 

 3. 介護分 222,033 210,379 11,654 一般財源 18. 負担金補助 222,033  1　介護分納付金 222,033

222,033 及び交付金  

(   5.5%増)     18.負担金補助及び交付金 222,033

　　　　 ・介護分納付金 222,033

 

 4. 子ども・子育 55,516 0 55,516 一般財源 18. 負担金補助 55,516  1　子ども・子育て支援金分納付金 55,516

て支援金分 55,516 及び交付金  

皆増     18.負担金補助及び交付金 55,516

　　　　 ・子ども・子育て支援金分納付金 55,516

 

2,310,146 2,233,770 76,376 一般財源

2,310,146

(   3.4%増)

 3.保険事業費納付金 《国保(事業)》

計

計
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(款)　 4.保健事業費 (項)　 1.保健事業費 （単位：千円）

 1. 保健事業費 97,330 88,584 8,746 県支出金  1. 報酬 4,324  1　特定健康診査等事業 60,599

37,503  

(   9.9%増) 繰入金  3. 職員手当等 1,598      1.報酬 1,274

1,888 　　　　 ・一般職報酬 1,274

一般財源  4. 共済費 1,006  

57,939      3.職員手当等 453

 8. 旅費 79  

     4.共済費 273

10. 需用費 924  

     8.旅費 31

11. 役務費 6,479 　　　　 ・費用弁償 31

 

12. 委託料 82,408     10.需用費 737

　　　　 ・消耗品費 701

13. 使用料及び 132 　　　　 ・印刷製本費 36

賃借料  

    11.役務費 3,575

18. 負担金補助 380 　　　　 ・通信運搬費 2,490

及び交付金 　　　　 ・手数料 1,085

 

    12.委託料 54,256

　　　　 ・特定健康診査等委託料 48,599

　　　　 ・特定健康診査等通知業務委託料 1,325

　　　　 ・特定健康診査未受診者対策業務委託料 4,332

 

 2　特定保健指導事業 6,950

 

     1.報酬 3,050
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節
目 本 年 度 前 年 度 比　　較

本 年 度
の

財源内訳  
説　　   明

区　　分 金   額



　　　　 ・一般職報酬 3,050

 

     3.職員手当等 1,145

 

     4.共済費 733

 

     8.旅費 48

　　　　 ・費用弁償 48

 

    10.需用費 187

　　　　 ・消耗品費 159

　　　　 ・燃料費 28

 

    11.役務費 256

　　　　 ・通信運搬費 213

　　　　 ・手数料 43

 

    12.委託料 1,399

　　　　 ・特定保健指導委託料 1,399

 

    13.使用料及び賃借料 132

　　　　 ・システム使用料 132

 

 3　短期人間ドック事業 27,130

 

    12.委託料 26,750

　　　　 ・人間ドック委託料 26,750

 

    18.負担金補助及び交付金 380

　　　　 ・人間ドック助成金 380

 

 4.保健事業費 《国保(事業)》
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（単位：千円）

（保健事業費）  4　医療費通知事業 2,651

 

    11.役務費 2,648

　　　　 ・通信運搬費 2,644

　　　　 ・手数料 4

 

    12.委託料 3

　　　　 ・コールセンター業務委託料 3

 

97,330 88,584 8,746 特定財源

39,391

(   9.9%増) 一般財源

57,939

(款)　 5.基金積立金 (項)　 1.基金積立金

 1. 財政調整基金 2,631 1,226 1,405 財産収入 24. 積立金 2,631  1　国保事業勘定財政調整基金積立金 2,631

積立金 2,631  

( 114.6%増)     24.積立金 2,631

　　　　 ・財政調整基金積立金 2,631

 

2,631 1,226 1,405 特定財源

2,631

( 114.6%増)

(款)　 6.公債費 (項)　 1.公債費

 1. 公債費 1 1 0 一般財源 22. 償還金利子 1  1　一時借入金利子 1

1 及び割引料  

    22.償還金利子及び割引料 1
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節

計

計

目 本 年 度 前 年 度 比　　較
本 年 度

の
財源内訳  

説　　   明
区　　分 金   額



　　　　 ・償還利子 1

 

1 1 0 一般財源

1

(款)　 7.諸支出金 (項)　 1.償還金及び還付加算金

 1. 償還金 410 939 △ 529 一般財源 22. 償還金利子 410  1　償還金 410

410 及び割引料  

(  56.3%減)     22.償還金利子及び割引料 410

　　　　 ・返還金 410

 

 2. 保険税還付金 8,100 8,100 0 一般財源 22. 償還金利子 8,100  1　保険税還付金 8,100

8,100 及び割引料  

    22.償還金利子及び割引料 8,100

　　　　 ・保険税還付金 8,000

　　　　 ・還付加算金 100

 

8,510 9,039 △ 529 一般財源

8,510

(   5.9%減)

(款)　 7.諸支出金 (項)　 2.延滞金

 1. 延滞金 1 1 0 一般財源 21. 補償補填及 1  1　延滞金 1

1 び賠償金  

    21.補償補填及び賠償金 1

　　　　 ・賠償金 1

 

1 1 0 一般財源

1

 7.諸支出金 《国保(事業)》

計

計

計
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(款)　 7.諸支出金 (項)　 3.直営診療施設補助金 （単位：千円）

 1. 直営診療施設 59,800 86,300 △ 26,500 県支出金 18. 負担金補助 59,800  1　直営診療施設補助金 59,800

補助金 59,800 及び交付金  

(  30.7%減)     18.負担金補助及び交付金 59,800

　　　　 ・旭中央病院補助金 59,800

 

59,800 86,300 △ 26,500 特定財源

59,800

(  30.7%減)

(款)　 7.諸支出金 (項)　 4.繰出金

 1. 施設勘定繰出 300 300 0 県支出金 27. 繰出金 300  1　施設勘定繰出金 300

金 300  

    27.繰出金 300

　　　　 ・施設勘定繰出金 300

300 300 0 特定財源

300

(款)　 8.予備費 (項)　 1.予備費

 1. 予備費 20,000 30,000 △ 10,000 一般財源

20,000

(  33.3%減)

20,000 30,000 △ 10,000 一般財源

20,000

(  33.3%減)
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節

計

計

計

目 本 年 度 前 年 度 比　　較
本 年 度

の
財源内訳  

説　　   明
区　　分 金   額



給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書　　

１　特　別　職
（単位：千円）

職員数 給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

（人） 報　酬 給　料 期末手当 地域手当 寒冷地手当 その他の手当 計

長　　等

議　　員

そ の 他 の      
特 別 職

9 162 162 162

計 9 162 162 162

長　　等

議　　員

そ の 他 の      
特 別 職

9 162 162 162

計 9 162 162 162

長　　等

議　　員

そ の 他 の      
特 別 職

計

区　　　分 共済費 合　　計 備　考

本 年 度

前 年 度

比　較
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※（　　）内は、パートタイム会計年度任用職員の外書き

２　一　般　職

　　（１）　総　括
（単位：千円）

職　員　数 給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

（人） 報　酬 給　料 職員手当等 計

(10)

(10)

特殊 時間外 管理職 休日 夜間
勤務 勤務 特勤 勤務 勤務

職　員　手　当

等　の　内　訳

区　　分 共　　済　　費 合　　　計 備　考

本　年　度 9,090 3,445 12,535 2,131 14,666

前　年　度 8,497 3,041 11,538 2,002 13,540

比　　較 593 404 997 129 1,126

区　　分 扶養 地域 住居 通勤 宿日直 管理職 期末 勤勉 児童

本　年　度 1,871 1,574

前　年　度 1,653 1,388

比　　較 218 186



令 和 ８ 年 度

国民健康保険事業特別会計予算に関する説明書

（ 施 設 勘 定 ）
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（歳　入） （単位：千円）

1. 診療収入 42,240 49,200 △ 6,960 52.1

2. 使用料及び手数料 36 40 △ 4 0.0

3. 財産収入 203 91 112 0.3

4. 繰入金 34,400 29,400 5,000 42.5

5. 繰越金 3,953 4,013 △ 60 4.9

6. 諸収入 168 256 △ 88 0.2

81,000 83,000 △ 2,000 100.0

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書
１.　総　　括

款 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比　　　　　較 本年度予算構成比（％）

歳　　入　　合　　計
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（歳　出） （単位：千円）

1. 総務費 55,775 52,004 3,771 55,775 68.9

2. 医業費 23,021 28,904 △ 5,883 23,021 28.4

3. 基金積立金 202 90 112 202 0.2

4. 公債費 1 1 0 1 0.0

5. 諸支出金 1 1 0 1 0.0

6. 予備費 2,000 2,000 0 2,000 2.5

81,000 83,000 △ 2,000 202 80,798 100.0
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本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特　　定　　財　　源

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

歳　　出　　合　　計

款 本年度予算額 前年度予算額 比　　　較

本　年　度

予算構成比
　　 （％）　　一般財源



(款)  1.診療収入 (項)  1.外来収入 （単位：千円）

 1. 国民健康保 7,470 8,655 △ 1,185  1. 現年分 7,470  1　国保診療報酬収入 7,470

険診療報酬  

収入 (  13.7%減)

 2. 社会保険診 6,401 8,196 △ 1,795  1. 現年分 6,401  1　社保診療報酬収入 6,401

療報酬収入  

(  21.9%減)

 3. 後期高齢者 17,022 18,571 △ 1,549  1. 現年分 17,022  1　後期高齢者診療報酬収入 17,022

診療報酬収  

入 (   8.3%減)

 4. その他の診 42 88 △ 46  1. 現年分 41  1　児童福祉法による診療報酬収入 41

療報酬収入  

(  52.3%減)  2. 未収繰越分 1  1　未収繰越分 1

 

 5. 一部負担金 6,468 7,631 △ 1,163  1. 現年分 6,467  1　一部負担金 6,467

収入  

(  15.2%減)  2. 未収繰越分 1  1　未収繰越分 1

 

37,403 43,141 △ 5,738

(  13.3%減)

(款)  1.診療収入 (項)  2.その他の診療収入

 1. 諸検査等収 4,837 6,059 △ 1,222  1. 現年分 4,837  1　一般健康診査料等 3,294

入  2　その他の諸検査料 1,543

(  20.2%減)

4,837 6,059 △ 1,222

(  20.2%減)

 1.診療収入 《国保(施設)》

2.  歳　入

節

計

計
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目 本　年　度 前　年　度 比　　　較 説　　                  明
区　　分 金　　額



(款)  2.使用料及び手数料 (項)  1.使用料 （単位：千円）

 1. 自動車使用 4 8 △ 4  1. 現年分 3  1　往診車使用料 3

料  

(  50.0%減)  2. 未収繰越分 1  1　未収繰越分 1

 

4 8 △ 4

(  50.0%減)

(款)  2.使用料及び手数料 (項)  2.手数料

 1. 文書料 32 32 0  1. 現年分 31  1　文書交付手数料 31

 

 2. 未収繰越分 1  1　未収繰越分 1

 

32 32 0

(款)  3.財産収入 (項)  1.財産運用収入

 1. 利子及び配 202 90 112  1. 基金利子 202  1　財政調整基金利子 202

当金  

( 124.4%増)

202 90 112

( 124.4%増)

(款)  3.財産収入 (項)  2.財産売払収入

 1. 物品売払収 1 1 0  1. 物品売払収 1  1　物品売払収入 1

入 入  
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節

計

計

計

目 本　年　度 前　年　度 比　　　較 説　　                  明
区　　分 金　　額



1 1 0

(款)  4.繰入金 (項)  1.他会計繰入金

 1. 他会計繰入 7,400 7,400 0  1. 一般会計繰 7,100  1　一般会計繰入金 7,100

金 入金  

 2. 事業勘定繰 300  1　事業勘定繰入金 300

入金  

7,400 7,400 0

(款)  4.繰入金 (項)  2.基金繰入金

 1. 基金繰入金 27,000 22,000 5,000  1. 財政調整基 27,000  1　財政調整基金繰入金 27,000

金繰入金  

(  22.7%増)

27,000 22,000 5,000

(  22.7%増)

(款)  5.繰越金 (項)  1.繰越金

 1. 繰越金 3,953 4,013 △ 60  1. 繰越金 3,953  1　前年度繰越金 3,953

 

(   1.5%減)

3,953 4,013 △ 60

(   1.5%減)

 5.繰越金 《国保(施設)》

計

計

計

計
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(款)  6.諸収入 (項)  1.預金利子 （単位：千円）

 1. 預金利子 1 1 0  1. 預金利子 1  1　預金利子 1

 

1 1 0

(款)  6.諸収入 (項)  2.雑入

 1. 雑入 167 255 △ 88  1. 雑入 167  1　介護保険意見書料 103

 2　労災等保険料本人負担分 59

(  34.5%減)  3　雑入 5

167 255 △ 88

(  34.5%減)
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節

計

計

目 本　年　度 前　年　度 比　　　較 説　　                  明
区　　分 金　　額



3.  歳　出

(款)　 1.総務費 (項)　 1.施設管理費 （単位：千円）

 1. 一般管理費 55,578 51,777 3,801 一般財源  1. 報酬 9,191  1　診療所関係職員給与費　２人 35,240

55,578  

(   7.3%増)  2. 給料 12,330      2.給料 12,330

 

 3. 職員手当等 19,966      3.職員手当等 17,270

 

 4. 共済費 6,115      4.共済費 4,430

 

 8. 旅費 236     18.負担金補助及び交付金 1,210

　　　　 ・千葉県市町村職員互助会負担金 10

10. 需用費 1,605 　　　　 ・職員公務災害補償負担金 30

　　　　 ・退職手当負担金 1,170

11. 役務費 617  

 2　診療所総務事務費 17,611

12. 委託料 2,977  

     1.報酬 9,191

13. 使用料及び 693 　　　　 ・一般職報酬 9,191

賃借料  

     3.職員手当等 2,696

17. 備品購入費 181  

     4.共済費 1,685

18. 負担金補助 1,641  

及び交付金      8.旅費 236

　　　　 ・費用弁償 236

26. 公課費 26  

    10.需用費 514

　　　　 ・消耗品費 372

　　　　 ・燃料費 9

 1.総務費 《国保(施設)》

節
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目 本 年 度 前 年 度 比　　較
本 年 度

の
財源内訳  

説　　   明
区　　分 金   額



（単位：千円）

（一般管理費） 　　　　 ・修繕料 133

 

    11.役務費 517

　　　　 ・通信運搬費 352

　　　　 ・手数料 19

　　　　 ・保険料 146

 

    12.委託料 1,641

　　　　 ・医療用検査委託料 1,287

　　　　 ・職員健康診断委託料 7

　　　　 ・電算機保守委託料 347

 

    13.使用料及び賃借料 674

　　　　 ・通行料及び駐車料 4

　　　　 ・事務機器賃借料 406

　　　　 ・システム使用料 264

 

    18.負担金補助及び交付金 431

　　　　 ・医師会負担金 366

　　　　 ・全国国保診療施設協会費 65

 

    26.公課費 26

　　　　 ・自動車重量税 26

 

 3　診療所施設管理費 2,727

 

    10.需用費 1,091

　　　　 ・消耗品費 41

　　　　 ・燃料費 20
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節
目 本 年 度 前 年 度 比　　較

本 年 度
の

財源内訳  
説　　   明

区　　分 金   額



　　　　 ・光熱水費 401

　　　　 ・修繕料 629

 

    11.役務費 100

　　　　 ・手数料 96

　　　　 ・保険料 4

 

    12.委託料 1,336

　　　　 ・警備委託料 231

　　　　 ・樹木剪定等委託料 181

　　　　 ・浄化槽維持管理等委託料 15

　　　　 ・消防用設備保守管理委託料 11

　　　　 ・清掃等委託料 898

 

    13.使用料及び賃借料 19

　　　　 ・放送受信料 19

 

    17.備品購入費 181

　　　　 ・事務用備品費 181

 

55,578 51,777 3,801 一般財源

55,578

(   7.3%増)

(款)　 1.総務費 (項)　 2.研究研修費

 1. 研究研修費 197 227 △ 30 一般財源  8. 旅費 91  1　研究研修費 197

197  

(  13.2%減) 10. 需用費 30      8.旅費 91

　　　　 ・普通旅費 25

18. 負担金補助 76 　　　　 ・特別旅費 66

及び交付金  

    10.需用費 30

 1.総務費 《国保(施設)》

計
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（単位：千円）

（研究研修費） 　　　　 ・消耗品費 30

 

    18.負担金補助及び交付金 76

　　　　 ・医学研究研修負担金 76

 

197 227 △ 30 一般財源

197

(  13.2%減)

(款)　 2.医業費 (項)　 1.医業費

 1. 医療用機械器 1,574 2,009 △ 435 一般財源 10. 需用費 100  1　医療用機械器具費 1,574

具費 1,574  

(  21.7%減) 13. 使用料及び 1,474     10.需用費 100

賃借料 　　　　 ・修繕料 100

 

    13.使用料及び賃借料 1,474

　　　　 ・機械借上料 1,474

 

 2. 医療用消耗器 1,047 1,095 △ 48 一般財源 10. 需用費 1,008  1　医療用消耗器材費 1,047

材費 1,047  

(   4.4%減) 12. 委託料 39     10.需用費 1,008

　　　　 ・消耗品費 1,008

 

    12.委託料 39

　　　　 ・廃棄物収集運搬処理委託料 39

 

 3. 医薬品衛生材 20,400 25,800 △ 5,400 一般財源 10. 需用費 20,400  1　医薬品衛生材料費 20,400

料費 20,400  

(  20.9%減)     10.需用費 20,400
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節

計

目 本 年 度 前 年 度 比　　較
本 年 度

の
財源内訳  

説　　   明
区　　分 金   額



　　　　 ・医薬材料費 20,400

 

23,021 28,904 △ 5,883 一般財源

23,021

(  20.4%減)

(款)　 3.基金積立金 (項)　 1.基金積立金

 1. 財政調整基金 202 90 112 財産収入 24. 積立金 202  1　国保施設勘定財政調整基金積立金 202

積立金 202  

( 124.4%増)     24.積立金 202

　　　　 ・財政調整基金積立金 202

 

202 90 112 特定財源

202

( 124.4%増)

(款)　 4.公債費 (項)　 1.公債費

 1. 利子 1 1 0 一般財源 22. 償還金利子 1  1　一時借入金利子 1

1 及び割引料  

    22.償還金利子及び割引料 1

　　　　 ・償還利子 1

 

1 1 0 一般財源

1

(款)　 5.諸支出金 (項)　 1.償還金

 1. 償還金 1 1 0 一般財源 22. 償還金利子 1  1　償還金 1

1 及び割引料  

    22.償還金利子及び割引料 1

　　　　 ・返還金 1

 5.諸支出金 《国保(施設)》

計

計

計
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（単位：千円）

1 1 0 一般財源

1

(款)　 6.予備費 (項)　 1.予備費

 1. 予備費 2,000 2,000 0 一般財源

2,000

2,000 2,000 0 一般財源

2,000
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節

計

計

目 本 年 度 前 年 度 比　　較
本 年 度

の
財源内訳  

説　　   明
区　　分 金   額



給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書　　

1　一　般　職

　　（１）　総　括
（単位：千円）

職　員　数 給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

（人） 報　酬 給　料 職員手当等 計

2

(6)

2

(5)

(1)

※（　　）内は、パートタイム会計年度任用職員の外書き

特殊 時間外 管理職 休日 夜間
勤務 勤務 特勤 勤務 勤務

職　員　手　当

等　の　内　訳

区　　分 共　　済　　費 合　　　計 備　考

本　年　度 9,191 12,330 19,966 41,487 6,115 47,602

前　年　度 7,620 12,040 18,764 38,424 5,799 44,223

比　　較 1,571 290 1,202 3,063 316 3,379

区　　分 扶養 地域 住居 通勤 宿日直 管理職 期末 勤勉 児童

本　年　度 510 1,160 680 180 6,240 500 20 1,760 4,884 4,032

前　年　度 120 1,030 340 160 6,240 600 20 1,760 4,614 3,880

比　　較 390 130 340 20 △ 100 270 152
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　　ア　会計年度任用職員以外の職員
（単位：千円）

職　員　数 給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

（人） 報　酬 給　　　料 職員手当等 計

2

2

特殊 時間外 管理職 休日 夜間
勤務 勤務 特勤 勤務 勤務

職　員　手　当

等　の　内　訳

区　　分 共　　済　　費 合　　　計 備　考

本　年　度 12,330 17,270 29,600 4,430 34,030

前　年　度 12,040 16,070 28,110 4,300 32,410

比　　較 290 1,200 1,490 130 1,620

区　　分 扶養 地域 住居 通勤 宿日直 管理職 期末 勤勉 児童

本　年　度 510 1,160 680 180 6,240 500 20 1,760 3,420 2,800

前　年　度 120 1,030 340 160 6,240 600 20 1,760 3,150 2,650

比　　較 390 130 340 20 △ 100 270 150



※（　　）内は、パートタイム会計年度任用職員の外書き

　　イ　会計年度任用職員
（単位：千円）

職　員　数 給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

（人） 報　酬 給　料 職員手当等 計

(6)

(5)

(1)

特殊 時間外 管理職 休日 夜間
勤務 勤務 特勤 勤務 勤務

職　員　手　当

等　の　内　訳

区　　分 共　　済　　費 合　　　計 備　考

本　年　度 9,191 2,696 11,887 1,685 13,572

前　年　度 7,620 2,694 10,314 1,499 11,813

比　　較 1,571 2 1,573 186 1,759

区　　分 扶養 地域 住居 通勤 宿日直 管理職 期末 勤勉 児童

本　年　度 1,464 1,232

前　年　度 1,464 1,230

比　　較 2
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　　（2）　給料及び職員手当等の状況（会計年度任用職員を除く）

　　　　ア　職員１人当たり給与

区　　　　　　　　　　分 一般行政職 医師

平均給料月額（円） 374,600 621,900

平均給与月額（円） 496,493 1,369,300

平均年齢（歳） 53.4 61.7

平均給料月額（円） 360,000 617,800

平均給与月額（円） 379,530 1,364,790

平均年齢（歳） 44.2 60.7

　　　　イ　初　任　給

一　般　会　計　の　制　度

一　般　行　政　職

高　　　校　　　卒 ２０６，７００円 ２０６，７００円

大　　　学　　　卒 ２３７，６００円 ２３７，６００円

令和8年1月1日現在

令和7年1月1日現在

区　　　　　分 一　般　行　政　職



1 級

2 級

3 級

4 級 1 

5 級

6 級

7 級

計

1 級

2 級

3 級

4 級

5 級

6 級

7 級

計

（級別の基準となる職務）

　　　　ウ　級別職員数

一般行政職 医師

職員数(人) 構成比(％) 職員数(人) 構成比(％)

100.00 

1 100.00 

1 100.00 1 100.00 

1 100.00 

1 100.00 

1 100.00 1 100.00 

区　　分 １　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級

一般行政職 主事 主事 副主査 主査 副主幹 副課長 課長

医師・歯科医師職 医師 主任医師 医長 診療所長 診療所長 - -

区　　　　　分 級

令和8年1月1日現在

令和7年1月1日現在
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　　　　エ　期末手当・勤勉手当

支給期別支給率 職制上の段階、　職務

６月（月分） １２月（月分） の級等による加算措置

　　　　オ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区　　　分 ２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最高限度 その他の加算措置等 備　　考

支　 給 　率 　等 24.586875月分 33.27075月分 47.709月分 47.709月分
定年前早期退職特例措置
（２％～２０％加算）

一 般 会 計 の 制 度
（ 支 　給 　率 　等 ）

24.586875月分 33.27075月分 47.709月分 47.709月分
定年前早期退職特例措置
（２％～２０％加算）

　　　　カ　地域手当

支給対象地域 旭市全域

支給率（％） 4 

国の指定基準に基づく支給率（％） 4 

区　　　分 支給率計（月分） 備　　　考

本　　年　　度 2.325 2.325 4.65 有

前　　年　　度 2.300 2.300 4.60 有

一 般 会 計 の 制 度 2.325 2.325 4.65 有

支給対象職員数（人） 2 



　　　　キ　その他の手当

区　　分 一般会計の制度との異同 差　　　　　　　　　異　　　　　　　　　の　　　　　　　　　内　　　　　　　　　容

扶　養　手　当 同

住　居　手　当 同

通　勤　手　当 同
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